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書式第８号（法第１０条・第２５条関係） 

 

令和４年度 事業計画書（案） 
 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人 日本聴覚障害者コンピュータ協会 

 

１．事業実施の方針 

 

令和４年度の方針は、前年度から引き続き，「聴覚障害高齢社会の未来づくりプロジェク

ト」活動についての成果を得るために、コンピュータ関連業務に係る聴覚障害者のコミュ

ニケーションの活性化や災害教育等の社会教育を行うことによって、その資質及び社会的

地位の向上を目指すことにある。そのため、聴覚障害者一人ひとりのニーズに対応できる

ように、研修講習会やインターネット情報発信、ユニバーサルデザインツール支援作成、

ＩＴ用語等の手話単語作成、手話学習アプリ開発研究、自然災害時における情報のバリア

フリー化の提言などを行い、特定非営利活動法人としての活動をより活性化させる必要が

ある。 

 

高齢者の介護が社会的な課題となり、種々の対応が必要とされている現在、「聴覚障害者

固有の困難さについての課題」が十分に明確化されていない中、課題を明らかにし、さま

ざまな問題の解決を図る必要がある。 

そのため、障害者生活の実態を知る他のＮＰＯ法人や団体との協力により、障害・高齢

者諸問題を扱った番組制作と放映を行い、「みんなの手で老ろう介護」ＤＶＤ版の制作、

頒布、啓発活動を行う。また、聞こえない子どもが楽しくプログラミングを学びながら、

ＩＣＴスキルを高め自分たちの未来を築いていく力を養っていく試みに取り組みたい。 

放送済みの番組コンテンツをＤＶＤ化することや、ＳＮＳなどを通して、障害・高齢者

施設や事業所に提供、イラスト等の素材作成、介護や医療・防災などの手話３Ｄアニメー

ションの制作・ＤＶＤ配布をする予定である。 

ＩＴ企業等の最新技術の動向を把握するために大学との共同研究を行うことや、地域Ｎ

ＰＯおよび民間企業、障害福祉団体などと連携することにより、ＩＴを活用した防災、見

守り、医療、緊急通報などのシステムの開発研究機関や、医療・福祉・行政などにアプロ

ーチし、システム改良や対応施策の改善を検討していく。 

 

長期的な計画となるが、聴覚障害者固有の問題を解決するために正確な情報を提供し、

かつ各地域に特化した手話コミュニケーションの支援や聴覚障害者向け防災学習を行い、

地球上の「誰一人を取り残さない」世界を変えるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の１７

のゴール情報を集め討論し、まず「貧困をなくそう」という項目を選び、地域住民との交

流への参加を促進するとともに、誰もが安心して生活をおくることができる高齢社会生活

の未来づくりの実現に取り組むように努力する。 

 

２．事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業 

事業名 事業内容 実施日時 実施場所 
従事者 

の人数 

受益対象

者の範囲

及び人数 

事業費の 

金額 

（千円） 

①研修及び

社会教育

事業 

情報処理業務に必要な知識、

技能に係る研究、社会教育の

向上のため、コンピュータ技

能研修、フォーラム開催等の

活動を行う。 

年４回 東京都障

害者福祉

会館 

３人 地域住民 

1回20人× 

4回＝80人 

３２１ 
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１．フォーラムの開催

実施 
ＩＴなど関係の講演、

大学や企業が開発した

聴覚障害支援機器の説

明や討論等を開き、福

祉関係団体及びＮＰＯ

団体、行政の防災担当

者、災害援助団体等の

交流の場をつくり、タ

ウンミーティングの形

で行う。 

２．コンピュータ技能

研修会 

年１回 東京都内 ２人 障害者5人

参加 

②情報収集

発信事業 

 

情報処理業務に関心を持つ聴

覚障害者に対する情報収集発

信のため、メーリングリス

ト、ＳＮＳ等のＷＥＢプロジ

ェクト活動、会報発行等の活

動を行う。 

１．ＷＥＢプロジェク

ト 

通年 全国発信 ２人 不特定参

加 

６９ 

２．mimicom会報発行 年４回 全国発信 １人 会員向け 

100人発行 

③情報処理

業務支援

事業 

聴覚障害者による情報処理業

務を阻む問題点の解決をする

ため、聞こえない子どもが楽

しくプログラミングを学びな

がら、ＩＣＴスキルを高める

ための支援活動を行う。 

１．新人講師講習会 

年１回 東京都内 １人 ＰＣ・プ

ログラミ

ング教室

講師１０

人 

２１ 

２．コンピュータ講習

会講師派遣 

年１回 東京都内 １人 講師派遣

１０人 

④情報提供

システム

構築事業 

聴覚障害者による情報処理業

務の円滑な遂行に必要な知

識、技能等に関わる情報提供

システムの構築をするため、

アンケート調査、聴覚障害高

齢者介護、コミュニティ防災

学習等の情報提供活動を行

う。 

１．情報や調査ツール

の構築 
聴覚障害者による情報処

理業務に関する調査を情

報サイト構築で行い、不

特定多数への情報提供を

行う。 

年４回 開発者在

宅 

２人 聴覚障害

者７０

人、 

コミュニ

ケーショ

ン支援者

１０人参

加 

１０３９ 

２．聴覚障害高齢者介

護等のアンケート調

査 
高齢者介護に関するアン

ケート調査を情報サイト

構築で行い、不特定多数

への情報提供を行う。 

年４回 東京都障

害者福祉

会館 

２人 聴覚障害

者７０

人、コミ

ュニケー

ション支

援者１０

人参加 

３．手話やコミュニテ

ィ防災学習等の情報

年２回 東京都障

害者福祉

２人 聴覚障害

者、地域
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提供 
東京都が発行された『東

京防災』について、聴覚

障害者に対応する情報が

不足されているため、通

年それに関する調査を行

い、『東京防災・聴覚障

害者版』という形を編集

して、タウンミーティン

グの形で発表するととも

に情報サイトを構築す

る。 

会館 住民、大

学や企業

等の専門

家の多数

参加 

⑤手話研究

開発普及

事業 

情報処理業務に関する専門用

語に関する手話の研究、開発

及び普及をするため、手話学

習アプリ開発、コンテンツの

開発および整備、ＤＶＤ発

行、手話普及等の活動を行

う。 

１．コンピュータ用語

の手話研究開発普及 
手話を学ぶ都民や地域住

民に手話単語をつくり、

手話に関する情報サイト

構築を行い、手話普及に

ついて不特定多数への情

報提供を行う。 

通年 

 

東京都障

害者福祉

会館 

２人 聴覚障害

者７０

人、コミ

ュニケー

ション支

援者１０

人参加、

ＷＥＢ編

集技術者 

５０７ 

２．手話学習アプリ開

発 
開発者が手話学習アプリ

を開発、ＰＣやスマホ利

用参加者多数にサイト情

報提供を行う。 

通年 開発者在

宅 

２人 聴覚障害

者、開発

参加者 

２０人 

３．コンテンツ編集、

ＤＶＤ発行 
開発者が手話情報コンテ

ンスをＤＶＤ編集作成、

ＰＣやスマホ利用者多数

にＤＶＤ発行。 

通年 開発者在

宅 

２人 聴覚障害

者、開発

参加者 

２０人 

⑥書籍及び

プログラ

ム発行事

業 

聴覚障害者の情報処理業務に

関する書籍及びプログラムの

発行等の活動を行う。 

１．コンピュータ講習

会テキストの編集 
聴覚障害者の学習レベル

を合わせて講習方法をま

とめ、大学や企業等のＰ

Ｃ経験者が講習テキスト

編集作成する。 

年１回 東京都内 

福祉セン

ター 

１人 ＰＣ経験

者１０人

編集、 

ＰＣ教室

参加者 

２０人 

１３ 

２．コンピュータプロ

グラムの発行 
聴覚障害者の使いやすい

ＰＣプログラムについ

て、大学や企業等のプロ

グラム開発経験者が編集

作成、聴覚障害者を含む

ＰＣ開発作成参加者に配

布する。 

年１回 全国 １人 ＰＣ経験

者１０人

編集、 

ＰＣ教室

参加者 

２０人 
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（２）事務局運営について 

① 活動計画 

令和３年度の事務局の運営計画は、会を従事している人が聴覚障害のため、電話

など連絡や会員の呼びかけに苦労をしているため、会の運営に協力する健常者が必

要となる。 

会の目的を理解したボランティアや学生などを集め、電話対応、行政窓口との対

応や事務局運営をお願いしたい。 

 

② 本年度における他のＮＰＯに関わる団体への協力および連携、共同研究の拡張活動を

するように努める。 

 

③ 令和４年度の会員状況について（予定） 

・正会員数（社員総数）６４人 

・準会員数      １１人 
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書式第９号（法第１０条・第２５条関係） 

 

令和４年度 活動予算書（案） 

 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人 日本聴覚障害者コンピュータ協会 

 

特定非営利活動に係る事業 

科  目 金  額 （単位：円） 内  訳 

Ⅰ 経常収益 

 １ 受取会費 

     ①正会員受取会費 

     ②準会員受取会費 

 

 

192,000 

22,000 

 

 

 

214,000 

  

 

＠3,000×64人 

＠2,000×11人 

 ２ 受取寄付金 100,000 100,000  個人及び団体 

 ３ 受取助成金等 

   ①受取民間助成金等 

   ②受取補助金 

 

1,500,000 

0 

 

 

1,500,000 

  

 

 ４ 事業収益 

①社会教育及び研修事業 

②情報収集発信事業 

③情報処理業務支援事業 

④情報提供システム構築事業 

⑤手話研究開発普及事業 

⑥書籍及びプログラム発行事業 

 

10,000 

68,000 

30,000 

39,000 

25,000 

13,000 

 

 

 

 

 

 

185,000 

  

参加費など 

 

 

 

 

 

 ５ その他の収益 

   ①受取利息 

   ②雑収益 

 

100 

900 

 

 

1,000 

  

銀行利息 

手数料等収益 

Ⅰ 経常収益計   2,000,000  

Ⅱ 経常費用 

 １ 事業費 

   (1)人件費 

役員報酬 

(1)人件費計 

   (2)その他の経費 

①社会教育及び研修事業 

  諸謝金（講師等） 

手話通訳等派遣料 

  研修費 

   印刷製本費  

  会議費 

旅費交通費 

  雑費 

②情報収集発信事業 

  印刷製本費 

  通信運搬費 

  サーバー使用料 

  消耗品費 

③情報処理業務支援事業 

  諸謝金 

 

 

 

0 

 

 

 

0 

112,000 

93,000 

5,000 

10,000 

100,000 

1,000 

 

30,000 

10,000 

24,000 

5,000 

 

0 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

321,000 

 

 

 

 

69,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.例会の開催実施 
2.コンピュータ技
能研修会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.ＷＥＢプロジェ
クト 
2.mimicom会報発行 
 
 
 
 
1.新人講師講習会 
2.コンピュータ講
習会講師派遣 
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研修費 

旅費交通費 

  賃借料 

④情報提供システム構築事業 

  業務委託費 

制作費 

研修費 

  印刷製本費 

  会議費 

  旅費交通費 

通信運搬費 

⑤手話研究開発普及事業 

 業務委託費 

会議費 

研修費 

 旅費交通費 

 消耗品費 

 雑費 

⑥書籍及びプログラム発行事業 

 制作費 

  印刷製本費 

 雑費 

 (2)その他経費計 

１ 事業費計 

8,000 

10,000 

3,000 

 

800,000 

31,000 

100,000 

3,000 

3,000 

100,000 

2,000 

 

400,000 

3,000 

50,000 

50,000 

3,000 

1,000 

 

10,000 

1,000 

2,000 

 

 

21,000 

 

 

 

 

 

 

 

1,039,000 

 

 

 

 

 

 

507,000 

 

 

 

13,000 

1,970,000 

1,970,000 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
1.情報や調査ツー
ルの構築 
2.聴覚障害高齢者
介護等のアンケー
ト調査 
3.手話やコミュニ
ティ防災学習等の
情報提供 
 
 
 
1.コンピュータ用
語の手話研究開発
普及 
2.手話学習アプリ
開発 
3. コ ン テ ン ツ 編
集、ＤＶＤ発行 
 
 
 
1.コンピュータ講
習会テキストの編
集 
2.コンピュータプ
ログラム発行 

 ２ 事務局運営費(管理費) 

(1)人件費 

①役員報酬 

 (1)人件費計 

(2)その他経費 

諸謝金 

印刷製本費 

会議費 

旅費交通費 

通信運搬費 

消耗品費 

減価償却費 

諸会費 

租税公課 

支払手数料 

雑費 

 (2)その他経費計 

２ 事務局運営(管理費)計 

 

 

0 

 

 

0 

1,000 

7,000 

1,000 

5,000 

1,000 

2,000 

6,000 

1,000 

3,000 

3,000 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30,000 

30,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 経常費用計   2,000,000  

Ⅲ 経常外収益 

 １ 固定資産売却益 

 ２ 過年度損益修正益 

Ⅲ 経常外収益計 

 

0 

0 

 

 

 

 

 

 

0 

 

Ⅳ 経常外費用 

 １ 固定資産除・売却損 

 ２ 過年度損益修正損 

 

0 

0 
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Ⅳ 経常外費用計 0 

税引前当期正味財産増減額   0 Ⅰ－Ⅱ＋Ⅲ－Ⅳ 

法人税、住民税及び事業税   0  

当期正味財産増減額   0  

前期繰越正味財産額   3,139,197  

次期繰越正味財産額   3,139,197  

 

 

 

上記活動予算の事業別経常費用の状況 
特定非営利活動に係る事業                                                               （単位：円） 

科  目 

①研修及び
社会教育事
業 

②情報収集
発信事業 

③情報処理
業務支援事
業 

④情報提供
システム構
築事業 

⑤手話開発
研究普及事
業 

⑥書籍及び

プログラム

発行事業 

事務 局運
営費 
(管理費)  

経常費用 
合 計 

(1)人件費 
役員報酬 

(1)人件費計 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

 
0 
0 

(2)その他の経費 
業務委託費 
諸謝金 
手話通訳等派遣料 
制作費 
研修費 
印刷製本費 
会議費 
旅費交通費 
通信運搬費 
サーバー使用料 
消耗品費 
賃借料 
減価償却費 
諸会費 
租税公課 
支払手数料 
雑費 
(2)その他経費計 

 
0 

88,000 
112,000 

0 
5,000 
5,000 
10,000 

100,000 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
00 

1,000 
321,000 

 
0 
0 
0 
0 
0 

30,000 
0 
0 

10,000 
24,000 
5,000 

0 
0 
0 
0 
0 
0 

69,000 

 
0 

3,000 
0 
0 

5,000 
0 
0 

10,000 
0 
0 
0 

3,000 
0 
0 
0 
0 
0 

21,000 

 
800,000 

0 
0 

31,000 
100,000 
3,000 
3,000 

100,000 
2,000 

0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 

1,039,000 

 
400,000 

0 
0 
0 

50,000 
0 

3,000 
50,000 

0 
0 

3,000 
0 
0 
0 
0 
0 

1,000 
507,000 

 
0 
0 
0 

10,000 
0 

1,000 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 

2,000 
13,000 

 
0 

6,000 
0 
0 
0 

1,000 
1,000 
1,000 
5,000 

0 
1,000 

0 
2,000 
6,000 
1,000 
3,000 
3,000 
30,000 

 
1,200,000 

97,000 
112,000 
41,000 
10,000 
40,000 
17,000 

411,000 
17,000 
24,000 
9,000 
3,000 
2,000 
6,000 
1,000 
3,000 
7,000 

2,000,000 

経常費用合計 321,000 69,000 21,000 1,039,000 507,000 13,000 30,000 2,000,000 

 

 

 


